
２０２５年５月２６日 １２：３０～１４：００ １４：１５～１５：４５

＜院内集会＆政府交渉＞柏崎刈羽原発の再稼働を問う
～原発事故と地震・豪雪の複合災害で避難は可能？～

柏崎刈羽原発をめぐる状況

規制庁・規制委員会を監視する新潟の会 桑原三恵
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2＜ 新潟日報デジタルプラス ＞



柏崎刈羽原発の現状

７号機
２０２４年４月燃料装荷

６号機
２０２５年６月１０日燃料装荷の予定
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＜ 新潟日報
デジタルプラス ＞



① 基準地震動 ： 過小評価
・海域活断層（佐渡海盆東縁断層）の指摘を否定 ・海域活断層の連動にF-B断層を排除

② 基準津波 ： 昨年８月に地震研究本部が発表した「兵庫県沖～上越沖海域の活断層」に関する影響評価
で規制委員会から能登半島地震の知見を活かすよう指示されている。

③ サイト内の断層 ： 荒浜側 １１条 大湊側 １２条 特重施設建設のためのボーリングで１５条を確認
審査対象としていない６号機直下の断層

④ 中越沖地震の被災状況を把握しきれていない（２０２１年７月９日に６号機大物搬入建屋の基礎杭損傷を
発見、軽微な不適合として発表）

⑤ 長期間停止
⑥ 劣化が進行 ： ７号機衛星電話４器通信不能 うち２件は劣化が原因 ４月１日 防災装置の電源盤の変

圧器から発火、ケーブルでの地絡 ＊次頁参照
⑦ 稼働経験がない運転員の増加（約５０％）
⑧ 適格性審査の形骸化 ： ７項目の基本姿勢 ： 能登半島地震の知見収集

１ 特重施設（特定重大事故等対処施設）建設の工事困難の重荷
設計工事計画認可後、５年以内に工事完了 不可の場合運転停止

設置期限 工事完了予定 運転停止措置

７号機 ２０２５年１０月１３日 ２０２９年８月 ２０２５年１０月１４日～工事完了まで

６号機 ２０２９年９月１日 ２０３１年９月 ２０２９年９月２日～工事完了まで

２ 事故を未然に防げるか

4



5

「４月１日 防災装置の電源盤の変圧器から発火」 の原因 ： 中越沖地震と劣化

中越沖地震時の地盤沈下 → 地下の電線管が損傷 電線管内のケーブルの余長がなくなった
→ 電線管の補修のみ実施、余長がなくなったケーブルの是正は不十分 → 被覆がケーブルボックス
内の角に長年押し続けられ損傷が進行、４月１日に地絡発生

＜ ５月２２日柏崎刈羽原発所長定例記者会見の資料より ＞

＜ ５月２２日新潟日報デジタルプラス ＞



３ 事故対応策は十分か
＜「東京電力通信 第２６号 ２０２５年４月発行＞

・ 可搬型設備の不確実性 ： 人的対応の限界 準備時間必要

可搬型電源設備の準備ができるまで電源を確保するための３系統目の直流電源設置を義務付けている

・ 訓練の限界 ： 事故想定の限界 訓練時のシナリオと実際の事故との差異
サイトでは訓練が繰り返されているが・・・ 総合訓練 １８０回実施 個別訓練 ３２，３８２回実施

・ フィルタベント ： 弁の操作、フィルタの目詰まり、実機での試験運転なし

・ 規制逃れの自主対策設備 ： 耐圧強化ベント（格納容器破損対策）、 原子炉建屋トップベント・ブローアウ
トパネル（水素爆発対策）は放射性物質低減装置なし

・ 事故解析コードMAAPの不確実性

・ 非常用ディーゼル発電機のトラブル多発

３月１０日 ６号機発煙 ４月１０日 ７号機油漏えい
４月１５日 ６号機自動停止 ４月２９日 ６号機２基でボルト脱落
５月１２日 １号機 6



格納容器破損を防ぐもう一つのベント装置（耐圧強化ベント）に、放射性物質低減設備はつ
いていないが、新規制基準違反にはならない。 → 自主対策設備だから

B

A
C

A PAR
（静的触媒式水素再結合装置）
放射性物質放出なし

B 原子炉建屋トップベント
放出あり 低減設備なし

C ブローアウトパネル
放出あり 低減設備なし
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水素爆発対策でも・・・

B、C は自主対策設備

＜ 東京電力資料 ＞



停止状況 使用済み燃料プールの貯蔵体数（貯蔵率）

１号機 ２０１１年８月６日～ １８３５ （９０．６％）

２号機 ２００７年２月１９日～ １７５９ （７１．１％）

３号機 ２００７年９月１９日～ １８８５ ＊MOX 燃料２８体を含む （７７．０％）

４号機 ２００８年２月１１日～ １５９１ （６５．１％）

５号機 ２０１２年１月２５日～ １９３４ （８０．２％）

６号機 ２０１２年３月２６日～ ２３２４ （９１．６％）

７号機 ２０１１年８月２３日～ ２３５５ （９１．６％）

8

４ 使用済み燃料の状況
2024年度第3四半期末時点

東電の対策
・使用済み燃料の号機間輸送 ２０２４年度 7 号機から 3 号機へ 380 体を輸送
・青森県むつ市にある中間貯蔵施設への搬出 昨年９月 ６９体 今年度計画： 第３四半期に１３８体

問題
・東電原発稼働トライアングルの実働 ： 発電は新潟県、使用済み燃料は青森県、電気は首都圏
・核燃料移動の危険 ： 輸送の事故、テロの標的、キャスクの安全性・耐久性
・中間貯蔵施設に保管される使用済み燃料の搬出先 ： ２０００年代初めは第２再処理工場、現在は再処理工場

の稼働年数の縛り（４０年）を解いて再処理工場に搬出するとしている
・東電のプルトニウム保有量 ： １３．６トン
・原発の根源にある問題の隠ぺい ： 住民が問題を共有しにくい構造を作り上げ、目先対応の説明のみ

１～７号機貯蔵体数
合計 １３，６８３体

＜ 東京電力資料 ＞



東京電力の現状

経営悪化

第５次総合特別事業計画策定を延期
６、７号機再稼働計画のとん挫

→ 第４次総合特別事業計画を一部変更
１．９兆円の国債交付（賠償資金）を希望・・・ 国債交付累計 15.4兆円

フリーキャッシュフローの赤字
企業が本業であげた収益から、設備投資など事業を維持するために必要な支出を差し引いた後
に残る企業が自由に使えるお金･･･ 配当金、新規事業等への投資等に使う
２０２５年３月期決算で、４９７９億円の赤字

長期脱炭素電源オークション
６号機安全対策投資（落札容量 １，１９５，０００ｋW） ＊東海第二、 泊３号機
＊６，７号機の安全対策費・・・ ２０１３年 ７００億円→４７００億円 → ２０１６年 ６８００億円

→ ２０１９年 １兆１６９０億円

「２０２４年度決算概要」（２０２５年４月３０日） より
「2024年度決算のポイント」
➢売上高は、燃料価格の低下等により、燃料費等調整額が減少したことなどにより減収
➢経常損益・当期純損益は、主に燃料費等調整制度の期ずれ影響が悪化したこと等により減益
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「2024年度決算概要」より
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国の横暴

２０２３年１２月２７日 柏崎刈羽原発の追加検査と適格性再確認完了 核燃料移動禁止措置解除
２０２４年３月１６日 経産相が知事、柏崎市長、刈羽村長に事前了解を要請
２０２４年７～８月 新潟県主催国の取組み説明会（規制庁、内閣府原子力防災、資源エネルギー庁）
２０２４年９月 原子力関係閣僚会議
２０２４年１０月～ 資源エネルギー庁幹部、頻繁に県議会議員等に面会
２０２４年１２月～ 資源エネルギー庁が地元紙に１０回全面広告を掲載
２０２５年１月 「読後破棄」文書を自民党県本部幹部に提出
２０２５年１～２月 資源エネルギー庁主催県内２８市町村で説明会
２０２５年３月 資源エネルギー庁アンケート実施
２０２５年３月１４日 県議会が規制庁、内閣府原子力防災、資源エネルギー庁を招聘、説明聴取
２０２５年４月 第７次エネルギー基本計画公表

主役 資源エネルギー庁
監督 政府 経産相
資金 税金
目標 柏崎刈羽原発早期再稼働
現時点での結果
・ 定番のシナリオ（県議会で再稼働了解決議）が新潟県では機能しない
・ ２基（６、７号機）再稼働の可能性は消えかけている
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＜ 新潟県内における広
報事業の効果についての
調査結果 資源エネル
ギー庁 ２０２５年５月 ＞
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＜ 新潟県内における広報事業の
効果についての調査結果
資源エネルギー庁 ２０２５年５月 ＞



・昨年３月に経産相が県や柏崎市、刈羽村に対し、東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に同意するよう求めて
以降、政府関係者は新潟県議会の定例会ごとに、再稼働の同意を得る構想を描いてきたが、いずれの県議
会も構想のまま終わった。
・２０２５年に入ってから、政府筋は複数の新潟県関係者（ごく限られた自民関係者）に政府が目指す２０２５
年夏の柏崎刈羽原発７号機再稼働に向けた工程表を示した。
・工程表には「読後破棄」と書かれていた。
・「読後破棄」の工程表には、市民団体が再稼働の是非を問う県民投票条例制定を直接請求したことにより
招集される４月の県議会臨時会に、経済団体が柏崎刈羽原発の再稼働を求める請願を提出して、県民投票
条例案の審議に加え、経済団体の請願を県議会が採択することで、花角英世知事の決断を後押しして同意
を得るシナリオが描かれていた。
・請願提出者は経団連や東京商工会議所などとする案が浮上していた。
・「読後破棄」の工程表は思惑通りには進まず、政府が描いた工程表は「夢のスケジュール」のま
ま終わった。

新潟日報連載記事（「絡み合う思惑」）が伝えた国の横暴

「読後破棄」の工程表
地方自治法に規定されている地方自治と住民の権利を蹂躙
・地方公共団体は、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を担う
・政府は地方公共団体の自主性及び自立性が十分に発揮されるようにしなければならない
・直接請求権 14



新潟県の現状

１ 県議会（４月１６日～４月１８日）が県民投票条例制定を否決

自由民主党 未来にいがた リベラルにいがた 真政にいがた 公明党 無所属

３２ ９ ６ ３ ２ １

× 〇 〇 × × 〇

・ 知事の意見書と参考人の意見が県議会を支配
条例制定反対議員 ： 両者の主張がキートーンの発言に終始
条例制定賛成議員 ： 両者の主張による意見への反撃の繰り返し

＊知事の意見書

県民投票による二者択一では
県民の多様な意見を

把握できない

＊参考人（新潟大学法学部今本啓介教授）の意見

原発再稼働で県民投票を実施するのはなじまない
・高度な専門知識を持たない県民が再稼働の是非を決めることはできない
・遠く離れた地域の県民は再稼働を自分ごととして考えない
・県民は県民投票の結果責任に耐えられない
・県民投票は分断を招く可能性がある
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３日間の議論

県民投票に反対 県民投票に賛成

自民党会派（３２） 真政にいがた（３） 公明党会派（２） 未来にいがた（９） リベラルにいがた（６） 無所属（１）

・県民投票が冷静で合理的な判断ではなく、過去の恐
怖や不安に基づく感情的な判断に偏る可能性が高い
と懸念する。

・「住民の意思」という形で結果が示されれば政治的
に自治体の首長や議会の行動を制限しかねない。

・柏崎刈羽原発の再稼働の是非を把握する手法とし
て、費用対効果の観点からも疑問だ。

・二者択一では県民の多様な意見を把握できない。

・国家課題と直結する再稼働を十分な知識を持ちえな
い県民が県民投票で結論を出すのはふさわしくない。
・１F事故の記憶が根深く、SNSでの根拠のない発信で
冷静な判断が出来なくなる恐れがある。

・二者択一の結果は対立と分断につながる危惧があ
る。

・県下一律の投票は利害の相違、当事者性の濃淡が
あり、適切ではない。

・二者択一こそ知事の求める情報を得るにふさわしい。

・公聴会や首長との対話で県民の意見を十分くみ取
れるか。

・県民投票が実現しない場合は県民の意思を確認す
る手法を早期に示す必要がある。

・隣接県や電力消費地の住民、首長の思いも確認す
べきだ。
・法的拘束力の取り扱いをどうとらえているのか。

・知事は県民投票をしたくない理由付けをしているよう
だ。知事は県民投票をしたいのか、したくないのか。

・実効性を高め理解や賛同を得る修正案を提出した。

・再稼働問題は命と暮らしや地域の未来に直結する
重要な課題。県民投票は主権者である県民の意思を
確認、尊重するのに欠かせない仕組みだ。

・思い起こすべきは旧巻町の住民投票だ。住民は賢
明な判断を下した。
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２ 花角知事の策略

１期目（2018年6月～）から示し続けている策略
3つの検証が終わったら、再稼働の議論を始め、 適切な時期に知事としての判断を示し、
その判断について県民の信を問う
・・・しかし、その実態は・・・
・ ３つの検証 （福島事故の原因・福島事故の生活と健康への影響・避難計画）

検証をまとめる検証総括委員会を機能停止に追いやって、3つの検証
の報告を県庁職員に作成させた

・ 再稼働の議論 ： 県民は、どこで、だれが議論しているのか、さっぱりわからない
・ 知事としての判断を示し、その判断について県民の信を問う ： いつ判断を示すのか、県民

の信を問う方法は何か、いまだに「現時点で決まったものはない」と
言い続けている

県民投票条例制定を切り捨てた知事の認識と今後の予定
・ 再稼働の論点の材料が出そろった

技術委員会の安全対策の確認報告書（２月） 規制委員会の屋内退避の運用検討報告書（３月）
緊急時対応のとりまとめ（５月） 県が実施した被ばくシミュレーションの報告書（５月）

・ 条件付きの人の悩みや不安を探ることが重要だ
・ 県内自治体首長との意見交換（５月２１日～） 非公開
・ 公聴会の実施 （６月にもスタート） ： いろいろな考えをいろいろな分野の人から聞かしてもらいたい
・ 県民の意識調査 （方法等検討中）
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花角知事の意思確認の公正性

県民の意思確認手段 知事の選択 確認手段への
知事の思惑反映の可能性

意思確認手段の公正性

県民投票 ×
ごく限られた範囲 知事の思惑を反映できないよ

う条例を定めることが可能
公正性はほぼ保たれる

公聴会 〇
あり
・「利害関係者」の把握
・多様な意見の範囲
・公述人の選定

知事の思惑を反映できる部分
が大きい
公正性を担保できない

意識調査 〇
あり
・方法
・サンプル数
・項目

知事の思惑を反映できる部分
がかなり大きい
公正性を担保できない

公正性に疑問がある手段で知事が把握した県民の「再稼働の受け
止め」を根拠とした「知事の判断」を認めることはできない。

公聴会と意識調査の公正性をどう確保するのか？
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３ 避難シミュレーション

事故想定
㋐放出量が厳しくなる事故を想定
㋑重大事故等対策により格納容
器は破損しない
～～～～
㋐と㋑は相いれない
㋐を事故想定条件とするなら、
格納容器破損を想定すべきだ

このシミュレーションだけでは
防護措置の効果を確認できない

＜被ばく線量シミュレーションの結果について
（概要） 新潟県 ２０２５年５月16日＞



被ばくシミュレーションについて花角知事の記者会見（５月２１日）での発言

結局ＵＰＺの中では屋内退避をしていれば、ＩＡＥＡの定める基準には達し
ない、つまり安全であるということは、要するに被ばくを避けられるという
ところでは、検証されたということだと思いますし、

ＰＡＺであれば、炉心から約１．５キロ、かなり近いところで、ＩＡＥＡの定め
る基準を超える数値が出たというところで、放出する前に避難するのがこ
の避難計画のルールに定めてありますので、基準を超える被ばくを避け
られるという意味での有効性は検証できたのではないかと思います。

＜被ばく線量シミュレーションの結果について
（概要） 新潟県 ２０２５年５月16日＞
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１００ｍSv安全神話を許さない

被ばくを強要し、途方もない負担を
未来世代に押し付ける
柏崎刈羽原発の再稼働を許さない

私たちの運動の目標


